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※達成状況︓A　達成（100％以上）、B　概ね達成（70％以上）、C　充分とは⾔えない（50％以上）、D　未達成（50％未満）

関係する主な重要業績評価指標（KPI）
指標名 基準値 R5 R6 R7 R8 達成状況

合計 1,862,544 0 0 0
その他 1,750,965

地域学校協働活動推進事業 4,713 適当・維持
コミュニティ・スクール運営促進事業 3,387 適当・維持
小中⼀貫教育推進事業 4,118 良好・拡⼤
ＩＣＴ教育推進事業 63,792 良好・維持
⼦育て世代包括⽀援事業 25,929 良好・維持
⼦育て⽀援対策事業 9,640 良好・維持

R7 R8 R5 R6 R7 R8

重点的方針 ⼦どもの笑顔がかがやく、⼦育てと教育のまちづくり

概要

　未来を担う⼦どもたちが、町の豊かな⾃然の中で健やかに成⻑し⽣きる⼒を⾝につけられるよう、妊娠から出産、⼦育て、
教育と切れ目なく⽀援するとともに、⼆宮らしい教育環境を整備します。
　⼦育て⽀援においては、全国的に⼦育てに困難を抱える世帯の増加が顕在化する中、従来のきめ細かい相談対応をさら
に強化しつつ、福祉や教育、外部関係機関を交えた⼦育て⽀援ネットワークを活用し、様々な課題を解決するために、ソフ
ト、ハード両面から⽀援していきます。
　教育環境においては、小中学校と地域が⼀体となって、義務教育９年間を⾒通した教育を進めるとともに、誰もが互いに
認め合う、「共に学び共に育つ教育」を推進します。
　また、多様な⼦どもたち⼀⼈ひとりの個性を尊重し、学びや育ちの環境を整えます。
　加えて、⼆宮の歴史・文化に触れ、継承していくことで、ふるさとへの愛着と誇りを育むとともに、⽣涯学習センター・ラディア
ンや図書館など充実した社会教育施設を時代に合わせてリニューアルし、学びや発表といった活動機会を確保します。

No. 関連する主な予算等事業 トータルコスト（千円） 庁内評価（２次評価）
R5 R6
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成果

課題等

成果

課題等

・⼦育て⽀援のニーズは多様化しており、更なる充実と⼈材確保（保育⼠、ファミサポまかせて会員、相談員）
が必要である。
・小学校と中学校のつながりを⼤切にして９年間の学びや育ちを⽀えるため、小中⼀貫教育を推進した。
　さらに、放課後⼦ども教室は、⼯作や外遊び、体験活動等、様々な活動を実施できる場の提供を⾏い、多く
の児童が参加した。

外部評価（評価・主な意⾒等）

Ｂ︓⼀定の成果があった

・若い転⼊者は、町内で出産せず、⼦どもを連れて転⼊される方も多いので、⺟⼦⼿帳の発⾏数をKPIとして位
置付ける必要は無いように思う。
・放課後こども教室の実績として、登録率が⾼い数値となっているので、開催数を目標として設定するなど、さら
に発展したKPIを追加してもよいのではないか。
・小中⼀貫教育校としてにのみや学園が始まったものの、従来と何が変わったのか実感がない。
・中学校の部活動は、通学先と別学区の町内中学校に所属しても良いことになったが、学校によって試験期間
が違っていたり、通学で⾃転⾞が禁⽌されていたりと、授業後に部活動のため通うことは現実的ではないため、取
り組みの推進にあたっては⼦どもたちの声を聞いていくこと。

今
年
度

・こども基本法の施⾏、こども⼤綱の発出があり、「こども計画」の策定が市町村の努⼒義務となり、令和5年度から2か年か
けて策定を進めた。
・事業や訪問が再開され、参加者や相談件数も増加した。
・分離型小中⼀貫教育校「にのみや学園」がスタートし、９年間を⾒通したカリキュラム研究、小中学⽣の交流、小学⽣同
⼠の交流など、誰⼀⼈取り残されない学級づくりを推進した。
・育児の孤⽴化の解消のため、きめ細やかな⽀援が必要である。
・コミュニティ・スクールとは、学校と地域・保護者等が⼒を合わせ、互いに信頼し合い、⼦供たちの成⻑を⽀え、地域とともに
ある学校づくり、地域コミュニティづくりを進められることが期待できるものだが、きめ細かな情報発信がされているとは⾔い難
い。

※評価　「Ａ︓⼗分な成果があった」「Ｂ︓⼀定の成果があった」「Ｃ︓あまり成果がなかった」「Ｄ︓成果が得られなかった」

内部評価（評価・理由等）

Ｂ︓⼀定の成果があった

前
年
度

－

－
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継続推進

〈子どもの笑顔がかがやく、子育てと教育のまちづくり〉

　こども家庭センター「にのはぐ」の運営
　妊娠期から18歳までを対象とした⼦育て⽀援拠点「にのはぐ」を通じ、関係機関と連携した⼀体的な相談⽀
援を継続する。
・妊娠から⼦育てまでの切れ目のない⽀援を⾏うための評価として、⺟⼦⼿帳発⾏数よりも伴⾛型相談⽀援
　（妊娠8か月面談）をKPIとして位置付けることを検討する。

※　町の最終方針　「継続推進」「⼀部改善」「抜本的⾒直し」

町の最終方針（今後の方向性）

　施設分離型⼩中⼀貫教育校「にのみや学園」の運営
　すべての学校が「認め合い、⾼め合う、⼆宮の⼦」という統⼀した教育目標の実現に向けて、「にのみや学園プ
ロジェクト」として、引き続き、⾏事や部活動⾒学など、小学校と中学校のつながりを⼤切にした9年間の学びや
育ちを⽀える。
・令和５年度から開校した「にのみや学園」は、９年間の学びを通し⼦どもたちの資質・能⼒を育むため、「全員
　参加の授業づくり」、「９年間を⾒通したカリキュラム研究」、「⼦どもたち同⼠の交流」等に取り組み共通性と
　⼀貫性を持った指導を⾏っており、今後もこれらを通じた小中⼀貫教育を推進する。
・令和７年度より開始した通学先とは別の中学校の部活動に所属できる制度は、今後の運用状況を確認しな
　がら取り組みを推進する。
・放課後⼦ども教室については充実を図っていく予定であるが、持続可能な事業とするための研究段階にあり、
　サポーターの確保等に課題があることから、現段階で回数を目標として設定することは難しい。今後、試⾏的に
　休⽇開催も取り⼊れるなど、運営方法については他市町の事例を研究し、指標の追加を検討する。

　幼稚園・保育園の巡回相談の充実
　⼼理⼠、保健師、作業療法⼠が巡回し、⼦どもの発達などに関する相談に対し、園や保護者へ助⾔し、⼦ど
もの健やかな成⻑を⽀えていく。

　子育て支援機能の集約
　新庁舎の南棟にこども家庭センターと教育委員会を併設し、妊娠期から就学後まで⼀貫した⽀援体制を整
備する。

　「こども・健康部」と「こども支援課」の新設
　こどもの権利を尊重するまちづくりを進めるため、⾏政内部に新たな部・課を設け、こども計画の推進と意識啓
発に取り組む。
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